◎ 育児休業規程
（目的）
第１条　この規程は、就業規則第23条の育児休業その他育児支援に関する事項について定める。
（適用対象者）
第２条　生後満1歳未満の子と同居し養育する従業員が申し出たときは、育児休業をすることができる。なお、期間雇用者については次のいずれにも該当する者に限る。
(1)入社１年以上であること
(2)子が１歳に達する日を越えて雇用が継続することが見込まれること
(3)子が１歳に達する日から１年を経過する日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかでないこと
２．第１項の規定にかかわらず、次の各号に該当する者は適用除外とする。
(1)日々雇用される者
(2)労使協定により適用除外と定めた以下に該当する者
　①勤続年数が１年未満の者
　②１週間の所定労働日数が２日以下の者
　③育児休業申し出の日から１年以内に雇用関係が終了することになっている者
３．育児休業中の従業員、または配偶者が育児休業中である従業員のいずれかで、次の事情がある場合は、子の１歳の誕生日（第３条第２項の場合は、子が１歳に達する日後の育児休業を終了しようとする日）から１歳６ヶ月までの間で必要な日数について育児休業をとることができる。育児休業を開始しようとする日は子の１歳の誕生日に限る。ただし、第３条第２項の場合は、子が１歳に達する日後の育児休業を終了しようとする日の翌日とする。
(1)保育所に入所を希望しているが入所できない場合
(2)従業員の配偶者（育児休業の対象となる親であること）が、１歳以降育児にあたる予定であったにも関わらず、死亡、またはけがや病気で養育できない場合
（育児休業期間）
第３条　育児休業の期間は、子が１歳に達する日までの間の、従業員が希望した期間とする。ただし、第２条第３項による場合は１歳６カ月、次項による場合は１歳２カ月までとする。
２．前項の規定にかかわらず、次のいずれにも該当する場合は、従業員は、子が１歳２ヶ月に達するまでの間、育児休業をすることができる。
　　①配偶者が子の１歳到達以前のいずれかの日において育児休業をしていること
　　②従業員の育児休業開始予定日が、子の１歳到達日までであること
　　③配偶者が、従業員の育児休業開始予定日より前に育児休業をしていること
　　ただし、育児休業期間は、出生日以後の産前・産後休暇期間と育児休業期間とを合わせて１年を限度とする。
３．育児休業中に、従業員が次のいずれかに該当した場合は、育児休業は終了とし、休業の終了日は各号に掲げる日とする。
(1)育児休業にかかる子の死亡、または養育をしなくなった場合（死亡日、養育をしなくなった日）
(2)産前産後休暇、介護休業が始まった場合、または新たに育児休業期間が始まった場合（産前産後休暇・介護休業、育児休業開始の前日）
(3)育児休業協定の対象外に該当した場合（該当日）
(4)子が1歳に達した日。ただし第２項に該当する場合を除く。また、第２条第３項による場合は１歳６ヶ月に達した日とする
(5)第２項による場合は、出生日以後の産前・産後休暇期間と育児休業期間の合計が１年に達した場合（１年に達した日）
（利用回数）
第４条　育児休業の取得は次のいずれかに該当する場合を除き、１生児につき１回とする。ただし、産後休暇をしていない従業員が、子の出生日または出産予定日のいずれか遅いほうから８週間以内にした最初の育児休業については、１回の申し出にカウントしない。
(1)新たな産前産後休暇、育児休業または介護休業の開始により育児休業が終了した場合で、新たな産前産後休暇、育児休業にかかる子が死亡または従業員と同居しないこととなった場合、または介護休業にかかる家族が死亡または親族関係が消滅した場合
(2)配偶者が死亡した場合または負傷、疾病、障害により子の養育が困難となった場合
(3)離婚等により配偶者が子と同居しないこととなった場合
(4)子が負傷、疾病、障害により２週間以上にわたり世話を必要とする場合
(5)保育所入所を希望しているが、入所できない場合
(6)期間雇用者が第５条第１項後段により再度の休業を申し出る場合
(7)第２条第３項の申し出をする場合
（申請等の手続き）
第５条　育児休業を希望する者は、休業開始予定日の1ヶ月前（第２条第３項による場合は２週間前）までに、育児休業申請書に必要な事項を記入し会社に提出するものとする。会社は必要に応じ各種証明書の提出を求めることがある。
　　なお、育児休業中の期間雇用者が労働契約を更新するにあたり、引き続き育児休業を希望する場合は、更新された労働契約の初日を育児休業開始予定日として、育児休業申請書により再度の申し出を行うものとする。
２．会社は申請のあった者に対し、育児休業通知書により育児休業の開始予定日および終了予定日、育児休業に関する取り扱い等を、書面で通知するものとする。
３．申し出の時期が第１項より遅れた場合は、会社は育児・介護休業法の定めるところにより休業開始予定日の指定を行うことができる。
４．育児休業を申請した者は、申請にかかる子の出生から２週間以内に会社に届け出なければならない。
５．第１項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合は、休業開始予定日の１週間前までに育児休業申請書に必要な事項を記入し会社に提出することにより、育児休業の申請をできるものとする。
(1)出産予定日前に子が出生したとき
(2)配偶者が死亡したとき
(3)配偶者が負傷、疾病等により子を養育することが困難になったとき
(4)配偶者が子と同居しないこととなったとき
(5)子が負傷、疾病等により２週間以上の長期にわたり世話が必要となったとき
(6)保育所に入所を希望していたが、入所できないとき
（育児休業期間の延長）
第６条　育児休業期間終了の１ヶ月前（第２条第３項による場合は２週間前）までに申し出ることによって、休業期間を延長することができる。申し出は１回に限るが、第２条第３項による休業の場合は、第２条第１項による休業とは別に、子が１歳から１歳６ヶ月に達するまでの期間内で１回申し出ることができる。
２．第５条第５項各号に該当する場合、育児休業開始予定日の１週間前までに申し出ることにより、１回に限り育児休業開始予定日の繰り上げ変更を行うことができる。
３．会社は申し出があった者に対し、育児休業変更通知書を交付する。
（育児休業期間の短縮、休業の撤回）
第７条　育児休業終了予定日の１ヶ月前までに申し出、会社が認めた場合は、休業終了期間を繰り上げることができる。会社は繰り上げの申し出があった者に対し、育児休業変更通知書を交付する。
２．育児休業開始予定日の前日までに申し出ることによって、休業の申請を撤回することができる。申請を撤回した者は、特別の事情がない限り、同一の子については再度申請することはできない。会社は撤回の申し出があった者に、育児休業撤回受理通知書を交付する。
３．育児休業開始予定日の前日までに、申し出にかかわる子の死亡等により申し出者が育児をしないこととなった場合には、休業の申し出はされなかったものとみなす。
（復職）
第９条　育児休業後の勤務は、原則として休業直前の部署、職務とする。ただし、事情によって他の部署、職務に就かせることがある。
（勤務時間短縮措置）
第10条　３歳に満たない子を養育する従業員は、申し出ることにより、就業規則第15条の所定労働時間を、午前９時から午後４時までの６時間に変更することができるものとする。なお、就業規則第16条に定める育児時間取得による時間短縮は、上記短縮時間に含むものとする。
２．第１項にかかわらず、次の各号に該当する者は適用除外とする。
(1)日々雇用される者
(2)１日の所定労働時間が６時間以下の者
(3)労使協定により適用除外と定めた以下に該当する者
　　①入社1 年未満の者
　　②１週間の所定労働日数が２日以下の者
　　③業務の性質または業務の実施体制に照らして、所定労働時間の短縮措置を講ずることが困難
　　　と認められる業務として別に定める業務に従事する者
３．前項第３号③の者は、申請することにより、次の勤務時間変更の措置を受けることができる。
　　　時差出勤A =午前８時始業、午後5 時終業
　　　時差出勤B =午前10時始業、午後7 時終業
４．申請者は、１回につき、１ヶ月以上１年以内の期間について、短縮開始予定日および短縮終了予定日を明らかにして、短縮開始予定日の１ヶ月前までに、育児短時間勤務申請書を提出するものとする。申請書が提出されたときは、会社は速やかに申請者に対し、育児短時間勤務取扱通知書を交付する。なお、申請の時期が上記より遅れた場合は、会社は育児・介護休業法の定めるところにより短縮開始予定日の指定を行うことができる。
５．会社は、必要に応じ各種証明書の提出を求めることがある。
６．申請者は申請にかかる子が出生したときは、出生後２週間以内に届け出なければならない。
７．申請者は、短縮開始予定日の前日までは、育児短時間勤務申請撤回届を提出することにより、勤務時間短縮措置の申請を撤回することができる。撤回の申し出があったときは、会社は速やかに申し出者に対し、撤回を受けた旨を文書で通知する。
８．短縮開始予定日の前日までに、申請にかかる子の死亡等により申請者が子を養育しないこととなった場合には、申請はなかったものとみなす。この場合、申請者は当該事由発生日にその旨を通知しなければならない。
９．申請者は、短縮開始予定日の１週間前までに申し出ることにより、短縮開始予定日の繰り上げ変更を、また、短縮終了予定日の１ヶ月前までに申し出ることにより、短縮終了予定日の繰り下げ変更を行うことができる。なお、繰り上げ変更および繰り下げ変更とも、１回に限り行うことができるものとする。変更の申し出があったときは、会社は速やかに申し出者に対し、育児短時間勤務取扱通知書を交付する。
10．次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、勤務時間短縮措置は終了するものとし、終了日は各号に掲げる日とする。
(1)子の死亡等子を養育しないこととなった場合（当該事由が発生した日）
(2)子が３歳に達した場合（３歳に達した日）
(3)申請者について、産前産後休暇、育児休業または介護休業が始まった場合（産前産後休暇、育児休業、介護休業の開始日の前日）
11．前項１号の事由が生じた場合には、申請者は事由発生日に申し出なければならない。
12．短縮された時間は無給とする。
13．短縮された時間に対応する賞与は支給しない。
（子の看護休暇）
第11条　小学校に入学以前の子を養育する従業員には、病気、けがをした子の看護または子に予防接種、健康診断を受けさせるために１年間につき５日（子が２人以上の場合は10日）を限度として、子の看護休暇を与える。なお、１年間とは４月１日から翌年３月31日までの期間とする。
２．第１項にかかわらず、日々雇用される者および労使協定よって定められた次の者は対象外とする。
(1)入社６ヶ月未満の者
(2)１週間の所定労働日数が２日以下の者
３．看護休暇は無給とする。
（所定外労働の免除）
第12条　３歳に満たない子を養育する従業員が申し出た場合には、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、所定外労働を免除する。ただし、次の各号に該当する者は適用除外とする。
(1)日々雇用される者
(2)労使協定により適用除外と定めた以下に該当する者
　　①入社１年未満の者
　　②１週間の所定労働日数が２日以下の者
２．申請をしようとする者は、１回につき、１ヶ月以上１年以内の期間（免除期間）について、免除開始予定日および免除終了予定日を明らかにして、免除開始予定日の１ヶ月前までに、所定外労働免除申請書を提出するものとする。この場合において、免除期間は、次条に規定する免除期間と重複しないようにしなければならない。
３．会社は、必要に応じ各種証明書の提出を求めることがある。
４．申請者は申請にかかる子が出生したときは、出生後２週間以内に届け出なければならない。
５．免除開始予定日の前日までに、申請にかかる子の死亡等により申請者が子を養育しないこととなった場合には、申請はなかったものとみなす。この場合、申請者は当該事由発生日にその旨を通知しなければならない。
６．次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、免除期間は終了するものとし、免除期間の終了日は各号に掲げる日とする。
(1)子の死亡等免除に係る子を養育しないこととなった場合（当該事由が発生した日）
(2)免除に係る子が３歳に達した場合（３歳に達した日）
(3)申請者について、産前産後休暇、育児休業または介護休業が始まった場合（産前産後休暇、育児休業、介護休業の開始日の前日）
６．前項１号の事由が生じた場合には、申請者は事由発生日に申し出なければならない。
（時間外労働の制限）
第13条　小学校入学以前の子を養育する従業員が請求した場合は、時間外労働に関する協定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、１ヶ月について24時間、１年間について150時間を超えて時間外労働をさせることはない。ただし次に掲げる者を除く。
(1)日々雇用される者
(2)勤続年数が１年未満の者
(3)１週間の所定労働日数が２日以下の者
２．申請をしようとする者は、１回につき、１ヶ月以上１年以内の期間（制限期間）について、制限開始予定日および制限終了予定日を明らかにして、制限開始予定日の１ヶ月前までに、時間外労働制限申請書を提出するものとする。この場合において、制限期間は、前条に規定する制限期間と重複しないようにしなければならない。
３．会社は、必要に応じ各種証明書の提出を求めることがある。
４．申請者は申請にかかる子が出生したときは、出生後２週間以内に届け出なければならない。
５．制限開始予定日の前日までに、申請にかかる子の死亡等により申請者が子を養育しないこととなった場合には、申請はなかったものとみなす。この場合、申請者は当該事由発生日にその旨を通知しなければならない。
６．次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限期間は終了するものとし、制限期間の終了日は各号に掲げる日とする。
(1)子の死亡等制限にかかる子を養育しないこととなった場合（当該事由発生日）
(2)制限にかかる子が小学校就学の始期に達した場合（子が６歳に達する日の属する年度の３月31日）
(3)申請者について、産前産後休暇、育児休業、介護休業が始まった場合（産前産後休暇、育児休業、介護休業の開始日の前日）
７．前項第１号の事由が生じた場合には、申請者は当該事由が生じた日にその旨を通知しなければならない。
（深夜業の制限）
第14条　小学校入学以前の子を養育する従業員が請求した場合は、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、午後10時から午前５時までの深夜労働をさせることはない。ただし次に掲げる者を除く。
(1)日々雇用される者
(2)保育できる16歳以上の同居の家族がいる者。ただし、同居の家族が次のいずれかの場合は、対象とする
　①けがや病気、または心身の障害により、子を養育できない場合
　②深夜に就業している場合
　③産前産後の場合
(3)勤続年数が１年未満の者
(4)１週間の所定労働日数が２日以下の者
(5)所定労働時間の全部が深夜の者
２．申出をしようとする者は、１回につき、１ヶ月以上６カ月以内の期間（制限期間）について、制限開始予定日および制限終了予定日を明らかにして、制限開始予定日の１ヶ月前までに、深夜業制限申請書を提出するものとする。
３．会社は、必要に応じ各種証明書の提出を求めることがある。
４．申請者は申請にかかる子が出生したときは、出生後２週間以内に届け出なければならない。
５．制限開始予定日の前日までに、申請にかかる子の死亡等により申請者が子を養育しないこととなった場合には、申請はなかったものとみなす。この場合、申請者は当該事由発生日にその旨を通知しなければならない。
６．次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限期間は終了するものとし、制限期間の終了日は各号に掲げる日とする。
(1)子の死亡等制限にかかる子を養育しないこととなった場合（当該事由発生日）
(2)制限にかかる子が小学校就学の始期に達した場合（子が６歳に達する日の属する年度の３月31日）
(3)申請者について、産前産後休暇、育児休業、介護休業が始まった場合（産前産後休暇、育児休業、介護休業の開始日の前日）
７．前項第１号の事由が生じた場合には、申請者は当該事由が生じた日にその旨を通知しなければならない。
（妊産婦の通院時間確保措置）
第15条　会社は妊娠中の女子従業員が、以下に掲げる区分に応じ、区分ごとの期間以内に１回、保健指導または健康診査を受けるために必要な時間を確保する。
　　区分
期間
　　妊娠23週まで
４週
　　妊娠23週から35週まで
２週
　　妊娠35週から出産まで
１週
２．会社は出産後１年以内の女性従業員が、医師・助産師が指示するところにより、保健指導または健康診査を受けるために必要な時間を確保する。
３．会社は第１項、第２項の保健指導等にもとづく指導事項等を守ることができるようにするため、勤務時間変更等必要な措置を講ずるものとする。
（施行日）
第16条　本規程は、平成○年○月○日より施行する。
